
（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

2,411 49.0%

2,411 49.0%

-
 1

 -

【事業目的】
搬出コスト等の低減を図るこ
とによって林業生産性を向上
させ、豊富な森林資源を活か
し、林業の活性化を図るとと
もに、森林の適正管理を推
進する。

H26 － －

3,520 37.3%

3,520 37.3%

【事業目的】
林業生産性の向上を図り林
業生産活動を活性化させる
ことによって、森林資源を有
効活用するとともに、森林の
適正管理を促進し、公益的
機能の発揮を図る。

H30 － －

①
継
続

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

ただし、次のとおり意見を付す
ものである。
一、林道を活用した林業の振興
を図る中で生産者側と消費者側
の課題及び要望について総合的
に検討のうえ、県として果たすべ
き役割を明確にし、市場において
一層の木材利用が図られるよう
努められたい。
一、三重県の森林・林業政策の
観点から課題を整理のうえ、今
後の森林・林業施策の方向を明
確にするよう求めるものである。

木材利用を進めていくために
は、林道などの基盤整備と併
せ、消費者が求める多様なニー
ズに対応し、消費者の立場に
立った安心・安全な木材供給シ
ステム、また消費者の選択的な
木材利用活動が三重県の林業
振興、森林整備の促進につな
がるような木材利用システムを
構築する必要があると考えてお
り、そのために、今後、木材の
生産地や流通ルート、価格等を
表示・証明する県産材認証シス
テムの構築を進めてまいりま
す。

現在の厳しい財政状況の中で
効果的に森林・林業施策を進め
ていくためには、森林・林業施
策の目標や方向性を明確にし
施策展開を図っていく必要があ
り、現在、三重県の森林・林業
に関する長期ビジョンの策定に
向け、検討を進めているところ
です。
今後、県民の意見を取り入れな
がらビジョンを策定した上で、林
道整備も含め、効果的な森林・
林業施策の推進を図ってまいり
ます。

平成１３年６月に、こ
れまでの木材生産を
主体とした政策か
ら、森林の持つ多様
な機能を持続的に発
揮させるための政策
への転換を図るた
め、林業基本法が大
きく改正され、森林・
林業基本法として成
立した。

Ｂ／Ｃ＝１．２５
路肩の縮減やコスト
縮減が図れる補強土
壁工法を積極的に採
用し、コスト縮減に努
める。

コスト縮減と環境配
慮に努めながら早期
完成を目指し、事業
を継続したい。
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事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

ただし、次のとおり意見を付す
ものである。
一、林道を活用した林業の振興
を図る中で生産者側と消費者側
の課題及び要望について総合的
に検討のうえ、県として果たすべ
き役割を明確にし、市場において
一層の木材利用が図られるよう
努められたい。
一、三重県の森林・林業政策の
観点から課題を整理のうえ、今
後の森林・林業施策の方向を明
確にするよう求めるものである。
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Ｂ／Ｃ＝１．８６
路肩の縮減やコスト
縮減が図れる補強土
壁工法を積極的に採
用し、コスト縮減に努
める。

コスト縮減と環境配
慮に努めながら早期
完成を目指し、事業
を継続したい。
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

開設延長７，５４６ｍ 平成１３年６月に、こ
れまでの木材生産を
主体とした政策か
ら、森林の持つ多様
な機能を持続的に発
揮させるための政策
への転換を図るた
め、林業基本法が大
きく改正され、森林・
林業基本法として成
立した。

事業進捗状況

熊
野
市

【全体事業概要】
利用区域面積 １，０４９ｈａ
幅員 ４ｍ
延長 １２，７００ｍ

H6

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

③

③

【全体事業概要】
利用区域面積 １，１１０ｈａ
幅員 ５ｍ
延長 １５，１００ｍ

H6

開設延長５，２５７ｍ
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

2,610 79.8%

-
 2

 -

1,279 63.2%

【事業目的】
ため池下流域の洪水被害

を防止するために、祓川池と
寺家池の２つのため池に、洪
水調整機能を持たせることに
より洪水被害を未然に防止
し、安定した農業経営を営め
るようにします。

H20 1,331 95.7%

H6

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

ただし、住宅に近接する当現場
の状況から堤防施設の安全対策
だけではなく、事故防止の啓発
活動などにより水事故対策を徹
底されるよう求めるものである。

①
継
続

防災ダム事業において水事故
対策等の安全対策について
は、地域住民の意見を十分踏
まえ、転落防止柵の設置や進
入防止柵等の安全施設整備を
実施いたします。また、県、鈴鹿
市及び地域住民と協働し、安全
啓発看板の設置や、周辺の小
学校等と共に池の生態系調査
等を実施しながら、ため池の豊
かな自然環境を知ってもらい、
あわせて、ため池における安全
教育を行うなど啓発活動に努め
てまいります。

多くの農業用ため池はその歴
史も古く、生態系的にも豊かな
自然を有しているため、これら
のため池を防災ダムとして計画
する中で、豊かな生態系を含め
た環境との調和を図ることが重
要と考えています。このような事
業と自然環境との調和を図るた
めには地域住民の意識啓発や
維持管理が大きな役割を果た
すものであることは言うまでもあ
りません。

したがいまして、三重県とし
て、安全・安心な住民生活の確
保を目指した防災事業の整備と
あわせて豊かな自然環境との
調和を地域住民と一体となって
取り組んでまいります。

②

【全体事業概要】
本地区は、鈴鹿市南東部

に位置し、祓川池と寺家池の
両池は、１０７ｈａをかんがい
する農業用ため池として重要
な役割を果たしていますが、
池の下流域では、洪水により
農地・農作物・農業施設等に
多大な被害を及ぼしているこ
とから、両池に洪水調整機能
を持たせるために堤体改修
と池の浚渫を計画していま
す。
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平成６、７年度に全
体実施設計を行い、
平成８年度から平成
１１年度にかけて事
業用地の買収を行い
ました。

平成１２年度から平
成１５年度にかけて
寺家池の堤体工事
及び浚渫工事を行
い、平成１６年度以
降、一部の浚渫工事
と法面保護工事を残
しています。

また、祓川池につ
いては、平成１６年度
以降堤体工事及び
浚渫工事を実施する
予定です。

当初、池の浚渫に
伴う残土処分につい
ては、池周辺の２ｋｍ
の範囲で処分地を探
すこととしていました
が、大型店舗の進出
や小規模な宅地開
発により、池周辺地
域では残土処分地を
確保できず、やむを
得ず遠方への処分と
なりました。

一方、下流農地
は、ほとんど転用も
なく計画当時とほぼ
同じ状況にあり、受
益農家は早期の洪
水調節能力のある防
災ため池の完成を望
んでいます。

洪水による作物、
農地、農業用施設及
び一般公共施設の
被害に対して、ため
池での洪水調節によ
り被害を軽減する効
果を算定し、費用対
効果は１．３８となり
ます。

コスト縮減について
は、浚渫土を固化処
理することにより、堤
体盛土材として利用
し、残土処理費を減
らすこととしました。

代替案と致しまして
は、下流の排水路と
釜屋川約3.0ｋｍを改
修するとするとその
改修費用は、43億円
となり、現計画が妥
当であると判断して
います。

現在の事業の進捗
率は79.8％となって
おります。

今後とも厳しい財
政事情ではあります
が、平成20年度完了
をめざします。



（単位：百万円）
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目標年 用地費 進捗率
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

1,040 91.0%

-
 3

 -

1,030 91.0%

本地区の受益地である松阪
市上川町、山添町はほ場整
備もほぼ完了していますが、
両集落を結ぶ道路は山沿い
を這うような蛇行した幅員２
ｍ程度の未舗装が存在する
のみでした。そのため農業用
施設への流通に支障をきた
している。

H17 277 97.0%

①
継
続

農道完成時に発現する便益
に関しましては、三重県公共事
業評価システムにより算定して
いますが、費用及び便益の算
定見直しについて、計画時から
長期間を経た事業においては、
評価の基本となる諸条件や算
定根拠の設定を的確に見直し
て算定します。併せて、農道の
有する多面的な機能についても
適切に便益を評価し、事業計画
の時点でより実態に近い形での
便益の算出が可能となるよう検
討を進めます。
また、限られた予算で、より効
率的に事業を推進するため、あ
らゆるコスト縮減策を導入した
計画によりコストを算定します。

事業計画段階から、農道整備
計画を樹立して実施しています
が、事業期間中においても農業
の実態を的確に把握し事業に
反映させていきます。

事業計画については、受益市
町村が作成し県が照査していま
すが、今後は調査段階から地
元関係者と密接に連携すること
により、事業計画の精度を高め
ていきます。

また、関連資料を適正に保管
するため、保存期間を５年から
１０年以上に見なおします。

事業費の算定について、計
画段階から精度を高めるため、
市町村や関係機関との連携を
密にし、その情報を的確に反映
させた農道の整備に努めていき
ます。

【全体事業概要】
道路工 Ｌ＝２，５４０ｍ
舗装工 １７，９９３㎡
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②

１６年度に未買収箇
所の買収を完了し、
路体工を施工しま
す。１７年度には舗
装工を施工して完了
する予定です。

H6

道路工 Ｌ＝２，２８２
ｍ

用地買収において、
鑑定評価の結果用
地買収単価が増額し
たことと、路床改良
及び河川の付け替え
を行った結果、事業
費の増を行いまし
た。
用地買収や他機関と
の調整に日時を要し
た。
起点側のＪＲ高架の
完成国道４２号松阪
バイパスの工事が着
工しました。

費用対効果は、１．５
６になりました。
コスト縮減は、再生
砕石や再生アスファ
ルトの利用や残土の
他事業利用により６
８百万円の縮減を
図っています。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

総括意見
一、費用および便益の算出に当
たっては、将来を見据えて著しく
過大とならないよう実態を可能な
限り反映したものについて算出
対象とされるよう検討されたい。
一、事業を計画するに当たって
は、費用が広く県民の負担によ
るものであること十分認識され、
計画時点における事業費を十分
精査されることを強く望むもので
ある。
一、今後、当初計画時点から事
業完了に至るまでの関連資料に
ついて、当委員会への説明に必
要な資料は適正に管理された
い。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

1,722 50.0%

-
 4

 -

1,705 50.0%

【事業目的】
当地区は、茶の生産が盛ん
な地区で農作業機械の大型
化へ移行しつつあるなか、地
区内に主要な幹線道路がな
く、支障をきたしています。

H20 126 100.0%

農道完成時に発現する便益
に関しましては、三重県公共事
業評価システムにより算定して
いますが、費用及び便益の算
定見直しについて、計画時から
長期間を経た事業においては、
評価の基本となる諸条件や算
定根拠の設定を的確に見直し
て算定します。併せて、農道の
有する多面的な機能についても
適切に便益を評価し、事業計画
の時点でより実態に近い形での
便益の算出が可能となるよう検
討を進めます。
また、限られた予算で、より効
率的に事業を推進するため、あ
らゆるコスト縮減策を導入した
計画によりコストを算定します。

事業計画段階から、農道整備
計画を樹立して実施しています
が、事業期間中においても農業
の実態を的確に把握し事業に
反映させていきます。

事業計画については、受益市
町村が作成し県が照査していま
すが、今後は調査段階から地
元関係者と密接に連携すること
により、事業計画の精度を高め
ていきます。

また、関連資料を適正に保管
するため、保存期間を５年から
１０年以上に見なおします。

事業費の算定について、計
画段階から精度を高めるため、
市町村や関係機関との連携を
密にし、その情報を的確に反映
させた農道の整備に努めていき
ます。

費用対効果は、１．７
７になりました。
コスト縮減は、再生
砕石の利用や残土
運搬コスト縮減によ
り百万円の縮減を
図っています。

、厳しい財政状況で
すが、用地買収が、
完了していますの
で、残期間内に十分
完了できます。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

総括意見
一、費用および便益の算出に当
たっては、将来を見据えて著しく
過大とならないよう実態を可能な
限り反映したものについて算出
対象とされるよう検討されたい。
一、事業を計画するに当たって
は、費用が広く県民の負担によ
るものであること十分認識され、
計画時点における事業費を十分
精査されることを強く望むもので
ある。
一、今後、当初計画時点から事
業完了に至るまでの関連資料に
ついて、当委員会への説明に必
要な資料は適正に管理された
い。

①
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続
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②

【全体事業概要】
道路工 Ｌ＝２，８１０ｍ
橋梁工 ３橋

H6

工事を進めるなか、
想定外の岩盤が出
現し、岩掘削が必要
となったほか、法面
緑化においても吹き
付け工ほ工法変更を
行った。
また、残土量も増大
した。
計画道路沿いには、
多目的ホールの建設
や木材加工場の計
画があります。

道路工 Ｌ＝１，１４４
ｍ
橋梁工 １橋
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総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

1,737 0.0%

-
 5

 -

1,720 0.0%

【事業目的】
当地区の大方竈と道行竈地
区を連結する道路は、県道
阿曽浦港線、町道阿曽大方
線の２本だけに頼っているの
が現状です。しかし、これら
の道路は、狭小で農産物の
流通及び生活に支障をきた
しています。

H24 57 0.0%

①
継
続

費用対効果は、１．３
５になりました。
コスト縮減は、再生
砕石や再生アスファ
ルトの利用により８０
万円の縮減を図って
います。

公図混乱箇所を入会
林野整備法に基づき
用地整備し、現在で
は用地買収の目途
がついていますの
で、財政事情も厳し
い時ではあります
が、工期内に完成す
る予定であります。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

総括意見
一、費用および便益の算出に当
たっては、将来を見据えて著しく
過大とならないよう実態を可能な
限り反映したものについて算出
対象とされるよう検討されたい。
一、事業を計画するに当たって
は、費用が広く県民の負担によ
るものであること十分認識され、
計画時点における事業費を十分
精査されることを強く望むもので
ある。
一、今後、当初計画時点から事
業完了に至るまでの関連資料に
ついて、当委員会への説明に必
要な資料は適正に管理された
い。

用地取得が困難にな
り、新しいルートは、
第２種伊勢志摩国立
公園保護地域内の
自然環境に十分配
慮し、なるべく切土を
少なくしトンネルを長
く計画しました。

ふ
る
さ
と
農
道
整
備
事
業

6

道
行
竈
地
区

南
島
町

①

【全体事業概要】
道路工 Ｌ＝８３１ｍ
トンネル工 Ｌ＝５０４ｍ（内
数）

H10

農道完成時に発現する便益
に関しましては、三重県公共事
業評価システムにより算定して
いますが、費用及び便益の算
定見直しについて、計画時から
長期間を経た事業においては、
評価の基本となる諸条件や算
定根拠の設定を的確に見直し
て算定します。併せて、農道の
有する多面的な機能についても
適切に便益を評価し、事業計画
の時点でより実態に近い形での
便益の算出が可能となるよう検
討を進めます。
また、限られた予算で、より効
率的に事業を推進するため、あ
らゆるコスト縮減策を導入した
計画によりコストを算定します。

事業計画段階から、農道整備
計画を樹立して実施しています
が、事業期間中においても農業
の実態を的確に把握し事業に
反映させていきます。

事業計画については、受益市
町村が作成し県が照査していま
すが、今後は調査段階から地
元関係者と密接に連携すること
により、事業計画の精度を高め
ていきます。

また、関連資料を適正に保管
するため、保存期間を５年から
１０年以上に見なおします。

事業費の算定について、計
画段階から精度を高めるため、
市町村や関係機関との連携を
密にし、その情報を的確に反映
させた農道の整備に努めていき
ます。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

11,427 88.0%

-
 6

 -

10,883 88.0%

[事業目的]
伊賀地域の道路は、地域の
中央部を東西に縦貫する産
業動脈である名阪道路が整
備されているものの、上野市
他１市１町を相互に連絡する
基幹道路が未整備となって
いるこのため伊賀地域内を
回廊的に結ぶ計画です。

H18 1,580 80.4%

①
継
続

計画時点において、より精度
の高い調査を行い、それをもと
に三重県道路整備計画連絡調
整会議で道路事業について調
整を図り、総合行政の観点から
最も経済的な路線の選定を
行っていますが、今後は計画時
に計画路線の実施の確実性に
ついて十分な調査を行い、実施
時における路線の見直しがない
よう努めます。

広域農道事業の実施に当た
り、今後も総合行政の観点から
関連事業との調整を深めます。
また、止むを得ず社会情勢の変
化等によって路線の変更が生じ
た場合には、三重県道路整備
計画連絡調整会議等で調整を
図り、経済性を重視した事業実
施を行っていきます。

前回のＨ１１年再評
価時よりＨ１６年度現
在全体事業費９，４７
７百万円（７６９百万
円増）で計画してい
ます。

費用対効果は１．４２
となりました。
伐採木の法面緑化
材として再利用７百
万円 残土の再利用
で１１０百万円のよう
なコスト縮減をおこな
い今後もコスト縮減
に努めます。

厳しい財政状況です
が、協議調整など日
時を要する作業は、
平成１６年度に完了
する見込みであり、
また県民しやわせプ
ランにおける重点化
事業として計上して
あります。平成１８年
度には、完了する見
込みです。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

ただし、この農道の計画時点に
おける経済性の検討が不足して
いたと思慮されたことから、今
後、道路関係事業の計画にあ
たっては、総合行政の観点から
部局を越えて最も経済的な線形
を十分検討されるよう求めるもの
である。

③

[全体事業概要]
道路工 Ｌ＝１７，６３０m
橋梁工       ６橋

H1

道路工 L=11,809m
橋梁工 4橋

広
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備
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業
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）



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

560 37.0%

-
 7

 -

534 37.0%

【事業目的】
当地区は、伊賀米の産地とし
て付加価値の高い農業が営
まれています。
農地については、ほ場整備
が行われましたが、農産物
の集出荷を行う基幹農道が
ありませんでした。

H21 194 46.4%

平成17年度から生物調査や土質
調査などの環境調査を行うこととし
ており、当該調査にあたっては、地
域関係者や伊賀市の協力を得て
十分な調査を行うとともに、専門分
野の学識者の意見を十分踏まえ
て、希少生物などへの影響のない
ルートを選定します。

事業を進めるに当たって、地域
の要望に的確に応えるとともに、
野生生物への影響を回避しなが
ら、経済的に事業を実施するた
め、総合的な視点に立って、路線
や工法を検討した上で、実施して
いきます。

分析手法の妥当性を総合的に検
討した上で、必要に応じて実測値
を求めることで、信頼性の高い費
用対効果分析を行います。

また、農道の多面的な機能につ
いても、現状に即した客観的な
データを活用し、信頼性の高い効
果算定を行います。

地元農家や農協などと意見交換
等を行い、地域の要望を的確に把
握するとともに、長期に亘る地域の
営農形態の変化を可能な限り予測
し、長期的視点に立って、生産、輸
送、出荷など具体的な状況の変化
に即した農道計画を策定します。

農道ルート等の検討に際して、
整備要件の的確な把握を行い、将
来の状況変化に十分対応できる農
道計画を策定します。

その上で、当該農道計画の費用
対効果分析を行い、地域要望に対
する整備効果の発現等分析結果
に基づき、総合的な観点から評価
し、その内容についてご報告いた
します。

道路工 L=297m 当地区の山林は、県
外所有者が多く、買
収に日時を要してい
ます。 ま
た、計画路線上に市
天然記念物や稀少
植物が存在している
ので、ルートの見直
しを行いました。平成
９年度に上野新都市
がオープンして当道
路への通勤者も多く
なった。

費用対効果は１．６７
となりました。
伐採木の法面緑化
材として再利用や
残土他事業の再利
用、再生砕石や再生
アスファルトの利用
で９．８百万円のよう
なコスト縮減をおこな
い今後もコスト縮減
に努めます。

新しいルートは、ほ
場整備内の道路を拡
幅利用するような
ルートとなるため、用
地買収は、スムーズ
に進み工期ないに完
成する予定でありま
す。

平成１７年１月１３日に開催した第８回
委員会において、これまで行った委員
会の審査結果等を踏まえ、農免農道事
業上野南部地区と直結できるルートを
検討する方向で、再度、ルート設定を行
い、平成１８年度に改めて本委員会の
審議を希望するとの説明があった。

本委員会は、農道を整備するのであ
れば投資効果の観点から国道４２２号
のバイパス効果を最も大きく発揮できる
ルートが望ましいと判断していたところ
である。したがって、今回、県が、この方
向でルートを検討されることに異存はな
い。

しかし、このルートには希少な野生生
物が生育している範囲があることから、
客観的な調査を行って希少な野生生物
を保全した農道整備事業となるよう計画
されることが重要である。

一方、費用対効果分析については、
分析手法を変えたとしても、その結果が
著しく変化したことは、県として責任ある
分析結果を示せなかったものであり遺
憾である。今回、実測に基づいてネット
ワーク手法により分析されたように、今
後も、信頼性の高いデータを基に、農業
外効果も含めて客観的な分析をされる
よう望むものである。

また、ルートを変更することによって農
業者の利用度にも変化が生じると考え
られる。したがって、農業者の担い手対
策も含めて長期的な農道の利用計画を
されるよう求めるものである。

本農道については、地域の根強い地
元要望がなされているようであるが、次
回、本農道を再評価する場合は、要望
されている具体的な方々の立場とその
要望内容等を明確にされるとともに、農
道を整備することによってこの方々の要
望に対してどのような効果が発現される
のか評価を加えられたい。

以上、本委員会の意見を付して、「改
めて本委員会の審議を受けたい。」とす
る県の判断を了承する。

ー

農
林
漁
業
用
揮
発
油
税
財
源
身
替
農
道
整
備
事
業

8

上
野
依
那
古
２
期
地
区

伊
賀
市

（
旧
上
野
市

）

②

【全体事業概要】
道路工 Ｌ＝２，４００ｍ

H6



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

913 80.3%

-
 8

 -

833 79.7%

【事業目的】
堤防背後には、ほ場整備

が行われた優良農地、農業
集落、公共施設等があり、堤
防決壊の恐れを地域住民は
心配しています。

地域住民の心配を解消す
べく堤防を改修して、安全・
安心な海岸づくりをします。

H18 3 100.0%

 隣接する伊勢湾西
南海岸の国土交通
省直轄区間では平
成５年度より改修工
事に着工していま
す。

また、当地区に隣
接する北浜工区は昨
年度までに表のり堤
防を完成しており本
年度裏のり工を施行
する予定です。

本地区周辺の堤防
整備も順次進めれれ
ています。

【全体事業概要】
 本地区は、伊勢湾西南海

岸の伊勢市北部に位置して
います。昭和２８年の台風１３
号で甚大な被害を受けその
後海岸堤防は復旧されまし
たが、築後４５年が経過し、
老朽化が著しく堤防決壊の
恐れがあることから、堤防Ｌ
＝１０１１ｍの改修を計画して
います。 H6

平成６年度から平
成８年度まで調査設
計を実施し、翌平成
９年度に工事用道路
の用地買収を行いま
した。

平成９年度より堤
防改修工事に着手
し、平成１5年度まで
に堤防Ｌ＝８３０ｍを
施行し、平成１６年度
には堤防Ｌ＝９０ｍを
施工します。

海
岸
保
全
施
設
整
備
事
業
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地
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勢
市

②

今後ともさらなるコスト縮減に
取り組み、効率的、効果的な事
業実施に努め、海岸保全施設
の整備をすすめてまいります。

①
継
続

浸水による農地及
び家屋等の資産被
害及び、営業停止損
失被害を算定し費用
対効果は４２．９８と
なりました。

また、コスト縮減に
ついては、堤防管理
道路において、再生
アスファルト合材・再
生路盤材の使用によ
りコスト縮減を図りま
した。

現在の事業進捗は
８０．３％となっており
ます。

今後とも厳しい財
政事情ではあります
が、平成１８年度完
了をめざします。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

5,005 64.0%

-
 9

 -

4,889 63.0%

【事業目的】
離島である答志島３漁業集
落の漁船は、荒天時に安心
して停泊できる岸壁が不足し
ていることから、本土に避難
しなければならない状態であ
る。また、離島という地理的
条件から、水産加工場用地
や漁港施設用地の確保が困
難な状況にある。これらのこ
とを解消するため、島の北側
の入り江に本漁港を整備し、
島民が安心して生活できる
環境を創出するとともに漁業
の発展に寄与することを目的
とする。

H22 116 100.0%
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④

【全体事業概要】
外郭施設

1号防波堤 L=110m
2号防波堤 L=210m
1号突堤  Ｌ=60m
2号突堤  L=55m

水域施設
-3.0m泊地 A=5,200m2

係留施設
-3.0m岸壁 L=406m

輸送施設
道路 L=982m

H6

H17年度で外郭施設
がほぼ完了すること
から、3漁港より荒天
時だけでなく平時に
おいても早期利用の
強い要望が出されて
いる。このため、H18
からは係留可能水域
（東側半分）の供用を
予定している。
現時点での進捗率
は64％となっており、
これまでの予算ベー
スから勘案してH22
年度には事業完了
が見込まれる。

平成17年度には、2号防波堤
の完成により荒天時の静穏域
が一部確保され、併せて、平成
16年度補正予算（０国債）を活
用し臨港道路の早期完成を図
り、答志島3漁業集落からの通
行手段が確保できます。このこ
とから、平成18年度からは東側
の水域にて係留が可能となり、
供用開始を予定しています。

今後の漁港整備について
は、漁協合併などの広域化を踏
まえ、さらに社会経済情勢の変
化等を踏まえた総合的な計画
づくりに取組むことが必要と考
えています。

水産資源の増殖から、漁獲、
陸揚げ、流通・加工までの一貫
した水産物供給システムの基
盤として、また防災・避難、交流
の拠点として、重点的且つ効率
的に整備を進めてまいります。

外郭施設
1号防波堤

L=110m
2号防波堤

L=210m
水域施設

-3.0m泊地
A=1,468m2
係留施設

-3.0ｍ岸壁
L=156m
輸送施設

道路 路体工

【全体計画の変更】
当漁港は、第9次漁
港整備長期計画（H6
～H13）のなかで、修
築事業として整備を
行ってきた。その後、
H13年に漁港漁場整
備法の改正があり、
H14年に県営地域水
産物供給基盤整備
事業としてH22年まで
の整備計画を立て整
備をすすめることと
なった。
［なお、H12年度に再
評価を受けました
が、この時点ではこ
れまでの長期計画期
間が5ヶ年であったこ
とから、残事業（残計
画）をH13～H17とし
て審議していただい
たところである。］

費用便益比
B/C= 1.395

コスト縮減の可能性
岸壁背後の用地盛
土材料に他事業の
残土を使用したほか
施行時期の調整によ
り地盤改良における
特殊作業船の回航
費の軽減を図った。
今後は道路舗装の
路盤材に再生材を使
用するなど更にコス
ト縮減を図る。

代替案の検討
在来の3港を再度整
備することも考えら
れますが、当地区の
地理的制約から施行
が困難であり、また
多額の経費を必要と
するため、現計画が
妥当であると判断し
ている。

審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

ただし、次の点について意見を
付するものである。
一、事業実施に当たり常に精度
の高い全体計画内容、全体計画
事業費を把握しておくことを求め
るものである。
一、避難港としての事業の性格
を考えると早期に工事を完成す
るよう一層の努力を求めるもので
ある。

①
継
続



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

1,356 45.4%

-
 1

0
 -

660 20.4%

【事業目的】
国道３０６号は、北勢地域の
広域ネットワークを形成し、
地域の生活・産業を支える幹
線道路です。しかし、伊船町
地内においては、人家密集
地域を通過しており、歩道が
なく幅員狭小であり、大型車
の対抗が困難な状態にあり
ます。そこで、当事業の整備
により、歩行者の安全や円
滑な交通の確保を図ります。

H21 696 57.0%

道
路
事
業

11

一
般
国
道
３
０
６
号
伊
船
バ
イ
パ
ス

鈴
鹿
市

②

【全体事業概要】

延長 1.75km
幅員 6.5（15.0）m

H7

未供用 伊船町地内におい
て、伊船工業団地が
平成１２年に整備さ
れ、近隣の亀山市で
は、シャープ亀山工
場が進出するなど、
地域の発展とともに
今後ますます交通量
の増加が見込まれま
す。

【費用対便益分析】
B/C=4.0
【コスト縮減】
盛土材の公共工事
間流用や取付道路
の見直しなどにより
コスト縮減を図る。

亀山市側から交差す
る神戸長沢線までの
区間について、平成
１８年度の供用開始
を目標とし、集中投
資する。残りの区間
については、平成２１
年度の完成を目指す
予定である。

残事業を的確に把握しコスト
縮減に努め、計画的で効率的
な事業執行により、事業効果の
早期発現を目指します。

審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

①
継
続



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要
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全体事業概要と目的
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

7,000 0.6%

-
 1

1
 -

4,867 0.6%

【事業目的】
当工区の整備により、国道４
７７号バイパスは第二名神高
速道路(仮称)菰野ICへ接続
し、四日市市の市街地と第二
名神高速道路を直結します。
これにより地域の渋滞解消、
利便性の向上、産業の発
展、社会生活圏の拡大等に
大きく寄与します。

H29 2,133 0.0%

第二名神高速道路
については、着工に
向けた環境が整いつ
つあり、一体整備に
向けて、引き続き調
査を進める。

①

【全体事業概要】

延長 1.9km
幅員 19.0（27.5）m
橋梁 250m

道
路
事
業

13

一
般
国
道
４
７
７
号
四
日
市
湯
の
山
道
路

（
延
伸

）

菰
野
町

審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

【費用対便益分析】
B/C=7.4

【コスト縮減】
盛土材の他工事から
の流用など、今後事
業実施の中でコスト
縮減に取り組む予定
である。

未着手 平成１３年頃から日
本道路公団の民営
化の議論が始まり、
第二名神高速道路
整備についても議論
される状況が続きま
したが、平成１６年６
月に当工区が接続
する「四日市ＪＣＴ～
菰野ＩＣ」間につい
て、暫定２車線整備
から暫定４車線整備
へ変更する施工命令
が出され、着工に向
けた環境が整いつつ
あります。

H12

残事業を的確に把握しコスト
縮減に努め、計画的で効率的
な事業執行により、事業効果の
早期発現を目指します。

①
継
続

(3700)

(1567)

(H24)



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

1,800 42.1%

-
 1

2
 -

1,683 39.5%

【事業目的】
国道２５号は、地域の生活を
支えるとともに、名阪国道の
通行規制時はその迂回路の
役割を担う幹線道路です。し
かし、一ツ家地区において
は、採石工場やリサイクル工
場が立地し大型車交通が多
い中、幅員狭小・線形不良で
あるため円滑な交通に支障
を来している状態である。そ
こで、当事業の整備によりこ
の解消を図ります。

H22 117 78.6%

平成１１年度末まで
に
５２０mの部分供用済
み

残事業を的確に把握しコスト
縮減に努め、計画的で効率的
な事業執行により、事業効果の
早期発現を目指します。

関町側からJR関西
線交差部分までの区
間について、H18年
供用開始をめざし整
備を進める。残る区
間についてはH22年
完成に向けて整備を
進める予定である。

【費用対便益分析】
B/C=1.1

【コスト縮減】
全国一律であった歩
道幅員を地域の実情
に合わせ3.0mから
2.0mに見直した。

道
路
事
業

16 ②

【全体事業概要】

延長 1.5km
幅員 6.0（9.75）m
橋梁 1基
JR関西線函渠工 1基

特になし。 審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

H7

一
般
国
道
２
５
号
一
ツ
家
バ
イ
パ
ス

伊
賀
市

（
旧
伊
賀
町

）
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

2,397 94.0%

-
 1

3
 -

1,161 88.0%

【事業目的】朝日町中心部を
縦貫する都市計画道路を整
備することにより、市街地の
道路網を形成し、交通円滑
化を図る。

H17 1,236 100.0%

階段歩道に関しては、高架橋
前後の交差点付近及び階段歩
道付近において、わかりやすい
路面標示や標識・看板類の設
置等による誘導・注意喚起等の
対策を講じるなど、歩道利用者
に不自由とならないよう配慮に
努めます。

道路工 567m
用地 20,063m2
補償 20戸

17年度に残工事を実
施し、事業完了する
予定。

審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

ただし、階段歩道の設置に当
たっては、そのメリットおよびデメ
リットを十分考慮の上利用者に
不自由とならないよう配慮される
ことを望むものである。

B/C=6.7平成14年度に北勢
バイパス、第二名神
自動車道みえ朝日イ
ンターが供用開始さ
れた。また、同時に
道路事業で整備して
いる四日市朝日線に
ついても一部区間を
除き供用開始され、
平成16年度末には
残りの区間も供用開
始の予定である。

街
路
事
業

17

朝
日
中
央
線

朝
日
町

②

【全体事業概要】
延長 750m
幅員 16m～17m
用地 20,063m2
補償 20戸

H7

①
継
続



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率
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費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

ー ー

-
 1

4
 -

ー ー

ー ー ー ー

①
継
続

事業実施により新たな効果が
発現する新設工事及び改良工
事は、１６年６月農林水産省農
村振興局、水産庁及び国土交
通省河川局、港湾局連名の「海
岸事業の費用対便益分析指針
（改訂版）」により便益を計算し
ています。当指針は、有識者で
構成される「海岸事業費用対効
果分析手法研究会」で検討され
ており、現時点における海岸事
業の効果計算方法としては最も
妥当なものと考えています。こ
の便益計算方法は、事業実施
をした場合に想定される状況と
事業を実施しなかった場合に想
定される状況の効果の差を貨
幣換算するものです。ただし、
現在の知見では、貨幣換算が
困難な効果もあり、すべての効
果を便益とすることはできてい
ません。また、事業実施によっ
て新たな効果が発現しない補
修工事の便益計算は、確立さ
れたものが無いのが現状です。

なお、今年度、ご審査を頂い
た海岸保全施設整備事業（村
松地区）は、国の事業審査時に
おいて便益計算は算出しており
ませんが、再評価の審査材料と
して算出することとしました。し
かしながら、新たな効果が発現
しない補修工事のため便益計
算が困難であり、止むを得ず既
存の施設がないものとして便益
を算出しました。

今後補修工事の適切な便益
計算手法が確立されましたら、
的確に運用して参りたいと考え
ています。

海岸関係事業の費用
便益分析について

ー ー ー

海岸保全事業における費用便
益分析の考え方について、新設
工事と改修工事による効果の違
いが論議となった。したがって、
両者の便益の考え方を整理検討
のうえ報告されたい。

ー ー

ー



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率
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今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

ー ー

-
 1

5
 -

ー ー

ー ー ー ー

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業

公共事業のコスト縮
減について

ー ー

ー
①
継
続

 平成１６年度からは、平成１９
年度末に平成１４年度と比べて
１５％のコスト縮減を目標とする
第３次行動計画に取り組んでい
ます。第３次行動計画では、こ
れまで取り組んできました工事
費レベルのコスト縮減対策や公
共事業が環境や社会に与える
様々な負荷の低減対策に加
え、地域の実情にあった規格の
採用、計画から管理までの各段
階における最適化や事業の迅
速化による社会コストの縮減な
どに取り組んでいきます。

他事業との連携については、
各建設部単位で工事連絡会議
により調整が図られているとこ
ろですが、今後も更に徹底する
ことによりコスト縮減に努めてい
きます。

ー ー ー

公共事業にかかるコスト縮減に
ついては、今回の水道事業（石
綿セメント管更新事業）に見られ
たように他事業との連携を強化・
推進するなど、一層の取り組み
を進められたい。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

1,320 43.0%

1,100 37.0%

-
 1

6
 -

【事業目的】
周辺家屋への浸水、氾濫防
止のため、断面不足の河積
の拡大および護岸整備を行
い、治水安全上の向上を図
る。 H30 220 73.0%

658 26.0%

517 29.0%

【事業目的】
河積拡大および横断構造物
の補強、改築を行い、浸水な
どの被害を防止する。

H30 141 11.0%

③

②

【全体事業概要】
延長 881m

Q=25m3/s
築堤工 1,762m

掘削工 7,012m3

護岸工 1,762m
床固工 1式
鉄道橋補強 1橋
道路橋 1橋

H6

平成11年度までに下
流より412m区間で暫
定改修が完了してい
る。
平成12年度以降は
JR紀勢線の橋梁改
修に係る協議が難
航しており、現在に
至るまで事業休止
中。

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

起業用地は９０００㎡
の内６２６２㎡が買収
済みである。改修区
間は下流部より３００
ｍが完了。
平成１４年度以降は
三岐鉄道橋架け替
えに伴う協議により、
現在に至るまで事業
休止中。

昭和４９年の集中豪
雨により多くの家屋
が浸水しており、河
川改修の早期実施
を望んでいる。

事業進捗状況

四
日
市
市

【全体事業概要】
全体延長 L=640m
計画流量 Q=25m3/s
築堤工 L=1,136m
掘削       V=11,368m3
護岸工 L=1,139m
樋門・帯工 4箇所
橋梁 3橋
鉄道橋  1基
サイフォン  2基

H1

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

費用便益比
Ｂ／Ｃ=3.85
再生材や現地発生
材の使用、自然に配
慮した川づくりへの
見直しにあたって良
質で安価な工法、材
料を選定し、コストの
縮減につとめる。

三岐鉄道橋架け替
えの改修の目処が
ついたため、平成17
年度より事業を再開
し、平成30年度の完
成を目標に事業を推
進していく。

事

業

名

番

号

河
川
事
業

101

準
用
河
川
萱
生
川

統
合
準
用
河
川
改
修

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要

ー

委員会意見概要

対

応

方

針

①
継
続

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

河
川
事
業

102

準
用
河
川
九
手
川

統
合
準
用
河
川
改
修

松
阪
市

流域上流における宅
地開発に伴う流出量
の増加により、度々
浸水被害にみまわ
れており、河川改修
に対する地元の要望
は強い。
また、親水性や多自
然性に配慮した川づ
くりに対する要望も
強まってきている。

B/C=11.22
再生材や現地発生
材の使用、自然に配
慮した川づくりへの
見直しにあたって良
質で安価な工法、材
料を選定し、コストの
縮減につとめる。

懸案となっていたJR
橋梁の改修に目処
がついたため、平成
17年度より事業を再
開し、平成30年度の
完成を目標に事業を
推進していく。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

①
継
続

ー



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

5,400 72.0%

-
 1

7
 -

5,400 72.0%

【事業目的】
石綿セメント管の老朽化に
伴う破損・漏水事故を未然に
防ぐため、高強度の管に更
新し、地震等の災害時にお
ける市民のライフラインの確
保を図るものである。

H20 ー ー

H11

水
道
事
業
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ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
機
能
強
化
等
事
業

（
石
綿
セ
メ
ン
ト
管
更
新
事
業

）
（
松
阪
市
内

）

松
阪
市

②

【全体事業概要】
計画給水人口 154,700人
計画一日最大給水量

101,000m3
石綿管更新延長
φ75    L=  9,943m
φ100  L=13,353m
φ150  L=14,325m
φ200  L=18,148m
φ250  L=  2,257m
φ300  L=  1,288m
φ600  L=  4,550m
   計 L=63,864m

石綿管更新済延長
φ75     L=  8,216ｍ
φ100    L=  8,114m
φ150    L=12,547m
φ200    L=13,935m
φ250    L=  1,640m
φ300    L=    599m
φ600    L=    900m
計         L=45,951m

松阪市の総給水量
は、毎年横這い傾向
であり、将来的にも
給水量が急激に増
加するような要因も
ないが、水道事業の
使命である「安心で
安全な水を安定供給
する」ことから、今後
においても石綿管更
新事業の継続は不
可欠であり、配水管
の新設や配水池緊
急遮断弁の設置等と
連携してライフライン
の確保を進めていき
たい。

費用便益比は、
1.11である。 コスト縮
減については、管路
の浅層埋設による掘
削量の削減、再生材
料の使用による材料
単価の縮減、他事業
と同時期施工をする
ことによる舗装復旧
費の縮減を図ってい
る。代替案について
は、老朽管の解消を
目的としていること
から、新管を埋設す
る本事業以外の方
法はなく現計画が妥
当と判断している。

平成11年度より事
業を着手し現段階の
進捗率は72.0％と
なっており、今後に
ついても他事業等と
より連携を強化し平
成20年度をもって石
綿管更新事業を完
了する予定です。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

①
継
続

他事業(道路改良、下水道等)
との連携を更に密にし、工事の
同時期施工による周辺住民へ
の対応及び路面復旧費の縮
減、浅層埋設による掘削土量・
埋戻土量の縮減、再生材使用
による材料費の縮減等を今後
もより一層強化・推進し事業の
早期完了に努めていきます。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

1,263 73.4%

-
 1

8
 -

1,263 73.4%

【事業目的】
漏水原因である老朽石綿ｾﾒ
ﾝﾄ管を全て更新し、安定給
水と有収率の向上を図る。

H23 ー ー

事故・地震に強い水
道施設の構築し安定
給水を図るには、老
朽石綿ｾﾒﾝﾄ管の全
面更新が必要である
ため事業を継続す
る。

管路更新延長
17.6km

水
道
事
業
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）

桑
名
市

②

H11

【全体事業概要】
計画給水人口 134,000人
計画一日最大給水量

 81,000m3
管路更新延長  23.97km

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

①
継
続

今後も他事業との連携を強
化・推進するなど、コスト縮減・
早期完成に努めてまいります。

水道管路はﾗｲﾌﾗｲﾝ
であり、市民の震災
時における安定給水
の要望も高まってお
り、安全な水質の供
給とともに地震に強
い水道施設の構築
が望まれている。

・石綿ｾﾒﾝﾄ管を更新
することにより、漏水
事故は減少し、市民
の日常生活への影
響を軽減できる。
・また、有効率・有収
率の向上を図ること
ができる。
・浅層埋設、再生材
料の使用、他事業と
の同時期施工により
コスト縮減を図る。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

1,648 86.2%

-
 1

9
 -

1,648 86.2%

【事業目的】
老朽管石綿ｾﾒﾝﾄ管の布設
替を行い、有収率の向上を
計り公営企業としての水道
供給の安定を図ろうとするも
のであります。

H19 -- --

下水道の面整備事
業が平成7年度から
始り住民感情の緩和
のために同時期の
布設替の調整をし、
現在（平成15年度
末）33.68km(86.2%)
が完了しましたが残
り5.38km(13.8%)を今
後も積極的に布設替
を推進し早期の完成
を目指しております。

水
道
事
業
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③

【全体事業概要】
計画給水人口 49,800人
計画1日最大給水量

31,000ｍ3
導･送･配水管総延長

251km

H6

①
継
続

下水道・道路改良等の他事
業との連絡調整の徹底を図り、
施工範囲での周辺住民に対す
る同時期施工による交通障害
の短縮と路面復旧費の縮減、
浅層埋設による掘削・埋戻土
量の縮減および路面復旧の再
生材使用によるコスト縮減を今
後も更に一層の取組みを強化・
推進し事業の進捗を図ります。

1.平成5年度より推
進していますがﾗｲﾌﾗ
ｲﾝ管であり、内容の
変更はありません。
2.周辺環境の変化、
給水区域内における
大規模な開発計画
等はなく、水需要の
変化はありません。
3.住民の要望であ
る、質の高い水道水
の供給、管破損によ
る濁水及び一時断
水等による苦情が改
善される見込みであ
ります。

費用（布設替工事
費）1,814百万円に対
し便益（漏水損失額
と管理費の低減）
2,421百万円となり費
用便益比1.33となり
事業の実施は妥当と
判断できる。
ｺｽﾄ縮減の可能性は
当初計画より浅層埋
設と路面復旧の同時
施工等により16%の
縮減があり、さらに
努力していきます。
代替案は現実性が
なく現計画を推進す
る。

残りの事業量は
5.38km(13.8%)であ
り、他事業との調整
を計り平成19年度に
は完了する計画であ
ります。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

5,180 60.0%

-
 2

0
 -

5,166 60.0%

【事業目的】
町民の生活水準の向上及
び、都市化による町民の生
活様式の多様化や人口増加
に伴う水需要の増大に対処
すると共に、未給水地区の
施設整備を行い、安定した
飲料水を供給することを目
的とする。

H18 14 100.0%

平成15年度におい
て、井戸枯れが発生
し飲料水の確保が困
難となった住民から
要望が陳情され矢下
地区の水域追加を
行い、一日最大給水
量を11,610m3・給水
人口を19,980人管路
延長3.2Km追加する
変更を行いました。
現在のところ、中川
区画整理事業の影
響で、給水人口・給
水量ともに増加の傾
向があり、今後もこ
の傾向は続くものと
考えています。

本事業の費用対効
果の便益比は11.60
となりました。
コスト縮減では、
再生材の使用-
5,783千円
浅層埋設-
8,330千円
周辺事業-
24,750千円
合計-
39,863千円
今後も、コスト縮減を
念頭において事業を
進めます。
代替案は現在の計
画が妥当であると考
えているためありま
せん。

今後は、厳しい財政
状況ですが、単年度
内に完成する工事規
模を考慮して未給水
地域の矢下地区・中
川区画整理地区を
18年度内に完成させ
て、未給水地区（矢
下）を平成19年度4
月には、給水開始を
する予定です。

審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

①
継
続

  本水道事業の1日最大給水量
や、給水人口等の実績データ
を現在の計画と比較検証を行
い、計画と実績との状況を十分
把握した上で、適宜、現実的な
給水量を設定した計画に見直
しを図り、本事業の施設整備計
画を実施していきます。

今後も、地域の安定供給のた
め、一層の事業推進に努めて
まいりたいと考えております。
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③

【全体事業概要】
計画給水人口：19,980人
計画一日最大給水量
：11,610ｍ3
管路延長：4,580ｍ
配水池：2池

H5

配水管延長
L=39.3Km
配水池１池
測量試験
L=42.9Km



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

2,506 39.7%

-
 2

1
 -

2,254 39.3%

【事業目的】
生活水準の向上に伴う水需
要増加に対する、水道水源
の確保及び安全で安定した
水道水供給を図る。

H22 49 100.0%
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③

【全体事業概要】
計画給水人口 12,540人
計画一日最大給水量
                     9,000m3
配水場用地      A=3,016㎡
配水池築造PC造
                V=1,200㎡ 2池
管理棟築造      1棟
配水ポンプ設置 37ｋｗ ×4
配水ポンプ設置 18.5kw×1
電気計装設備    1式
自家発電設備    1式
配水管整備  φ250～100
                   L=19,610ｍ

H7

配水場用地
      A=3,016㎡
配水池築造PC造
      V=1,200㎡  1池
管理棟築造      1棟
配水ポンプ設置

    37ｋｗ ×3
電気計装設備    1式
自家発電設備    1式
配水管整備
       L=7,593m

全体事業進捗率
                  39.7%

事業採択時に比べ
ると、コスト縮減対
策、人件費下落等に
よる総事業費の縮減
が可能となってきて
いる。

将来予想される、東
南海・南海地震に備
えて、施設の耐震
化、給水拠点の確保
が望まれている。

費用対効果(B/C)
=13.78

コスト縮減対策
浅層埋設の実施及
び再生砕石の使用
による総縮減額予定
は約40百万円。

代替案
独自に豊潤良質な
取水を得ることは困
難であり、実現可能
としても、総事業費
及び維持管理費の
面において、現在の
ところ有効な代替案
とは成り得ない。

平成7年度から事業
が稼動し、平成15年
度時点においては、
進捗率が約40%であ
る。計画配水池用地
は取得済みであり、
平成19年度頃に既
存配水場に配水池1
池・ポンプ施設を増
設して、将来的に見
込まれる水量増加に
対応するものとし、
平成22年度には事
業完了する予定。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

なお、今後、計画給水量の設
定に当たり社会情勢等の変化に
応じて、適宜、現実的な給水量
を設定した計画に見直されるよ
う求めるものである。

①
継
続

給水量の伸び悩みは配水管
整備による漏水量の減少、節
水機器の導入促進、節水意識
の高揚等が考えられます。そ
のことを踏まえ今後社会情勢
等の変化に応じて、適宜、現実
的な給水量を設定した計画に
見直しを図っていきます。

今後も、地域の安定供給のた
め、一層の事業推進に努めて
まいりたいと考えております。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

3,374 77.2%

-
 2

2
 -

3,354 77.2%

【事業目的】
生活水準の向上或いは生活
多様化、給水区域内への配
水流量及び給水圧の均等化
を図り、ライフラインである水
道用水を、安全な水の安定
供給を行う。

H19 20 100.0%

水
道
事
業
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広
域
化
促
進
地
域
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道
施
設
整
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事
業

（
志
摩
市
志
摩
町
内

）

志
摩
市

③

【全体事業概要】
計画給水人口 12,800人
計画1日最大給水量

 6,150m3
管路延長 44.78km
配水池 1池

H5

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

なお、今後、計画給水量の設
定に当たり社会情勢等の変化に
応じて、適宜、現実的な給水量
を設定した計画に見直されるよ
う求めるものである。

①
継
続

目標年次を計画年次ではな
く、社会情勢の変化に伴い適宜
給水量を計画し施設整備拡充
の見直しを図ります。

施設整備拡充に関連性の高
い給水量を、年度毎にデータを
解析し、それらをもとに現実的
な計画として予定事業整備内
容を検討し、整備拡充により給
水区域内への安定供給、ライフ
ラインである水道の安定した需
要に対応します。

管路延長
40.5km(90.5%)

配水池用地
3,681m2

人口及び給水量は
経済状況の悪化に
伴い、一時的な観光
客等の減少傾向で
あり水需要に大きく
影響でており、今回
計画を見直し、給水
人口１２，８００人、１
日最大給水量６，１５
０ｍ３／日として変更
する。

B/C=20.55
全域自然流下方式
に変更し、維持管理
費の軽減、道路工事
との同調施工、再生
材料の利用、管の浅
層埋設等によりコス
ト縮減を図る。

１５年度から国道２６
０号線バイパス工事
が着手し、１６年度に
おいて、調整を図り
ながら進め１９年度
には完了する見込み
である。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

4,771 21.4%

-
 2

3
 -

4,741 20.8%

【事業目的】
雨水排水路整備及びポンプ
改修・増設による、対象区域
の浸水被害の防除

H29 30 100.0%

①
継
続

コストの削減および縮減は、今
後、平成17～29年にかけて磯部
都市下水路事業を実施していく上
で、重要な課題であります。この
ため、平成17年度以降に実施され
る予定である基本設計、詳細設
計、及び施工時に次の視点で検
討し、採用できるものは採用して
いきます。
① 立型ガスタービンエンジン、ポ
ンプの高速化等の新技術採用に
より、省スペース化を実現し、ポン
プ室上屋を縮小し、約30%（＝約
494百万円）のコスト縮減が可能と
なった例もあるため、新技術の採
用を検討する。
② 土木構造物標準設計見直しに
より約1～7%程度（＝約1百万円）
のコスト縮減が可能となった例も
あるため、土木構造物については
標準設計の見直しを検討する。
③ ポンプの機械・電気費を約1%
程度（＝約20百万円）のコスト縮
減が可能となった例もあるため、
機械・電気設備の汎用品の使用
を検討する。
④ プレキャスト製品の使用により
約39%（＝約24百万円）のコスト縮
減に成功した事例もあるため、水
路の設置に際しては、プレキャス
ト製品の使用、長尺物が使用でき
ないかを検討し、労働力ミニマム
になるよう検討する。

公共事業は既存施設を改築す
ることも多いため、新設する視点
ばかりでなく既存ストックの有効利
用に努め、資材ミニマム、労働量
ミニマム、及び最新技術開発の推
進・活用の視点から公共事業のあ
り方を検討していく所存でありま
す。

当初全体計画から２
５年余りが経過し、
施設の一部は耐用
年数を超過し改築の
時期をむかえてい
る。一方、周辺の土
地利用形態も変化
し、流域面積が増大
し予想以上の市街化
が進んでいる。ま
た、現行の計画基準
により見直しを行っ
たところ、最近の豪
雨傾向により、住民
の生命と財産を守る
本事業に対し、住民
の要望が強くなって
いる。

費用便益比
B/C＝1.13
純便益
B-C=393.1百万
便益
B=3,439.3百万
費用
C=3,046.2百万

コスト縮減の可能性
既存施設の有効利
用を図り、修繕で対
応できるものは利用
していく。

代替案の検討
集水区域を分割して
新たな位置にポンプ
場を増設する場合、
市街地での新たな用
地取得が非常に困
難である。

平成17年度より測量
設計より再度事業に
着手し、まず最下流
にあるポンプの整備
を先行することによ
り、市街地浸水の危
険性を低減する。そ
の後順次排水路の
整備を行い、H29年
に事業を完了する予
定。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。

ただし、当初計画時点に比べ
て今回の事業費が、事業を取り
巻く社会経済状況に一定の変化
があったとしても著しく高額と
なっており、さらなるコストの削
減および縮減策を検討し具体的
な額を本年度内に示すよう求め
るものである。

④

【全体事業概要】
集水面積 64ha
幹線水路 1,268m(既設含)
ﾎﾟﾝﾌﾟ φ 600×1基(既設)
ﾎﾟﾝﾌﾟ φ1350×1基(既設)
ﾎﾟﾝﾌﾟ φ1000×1基(増設)
ﾎﾟﾝﾌﾟ φ1350×1基(増設)

S53

S53～S62年度に一
旦整備が完了した
が、その後の経年変
化による全体計画の
見直しを行ったとこ
ろ、排水路及びポン
プ施設の改築、拡充
を図る必要が生じた
ことにより、再度事業
に着手するものであ
る。

当初全体計画に対
する整備状況
・管渠延長
  972/972(m)
  100%
・ポンプ能力
  4.33/4.33(m3/s)
  100%
  ﾎﾟﾝﾌﾟ供用開始時
期
  φ600   S58.4
  φ1350  S63.4
改定全体計画に対
する整備状況
・管渠延長
  0/1,268(m)
  0%
・ポンプ能力
  4.33/10.13(m3/s)
  43%

下
水
道
事
業
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（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１６年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村事業）

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向事業進捗内容

事

業

名

番

号

今後の事業の見通し採択年
費用便益分析結果
コスト縮減の可能性
代替案の検討 等

箇

所

名

再
評
価
の
理
由

全体事業概要と目的

市

町

村

名

事業方針概要委員会意見概要

対

応

方

針

4,686 93.0%

4,446 93.0%

-
 2

4
 -

【事業目的】
公共用水域の水質保全と生
活環境の改善を図る。

H25 240 100.0%

平成１３年度に全管
渠の整備を完了し、
事業推進の障害とな
るような地元情勢、
社会情勢の変化は
なく、事業に対する
住民の理解や協力
も得られている。

費用便益費（B/C）
汚水1.42（合併）
管渠最小土被りの減
少、マンホール間隔
の見直しによる設置
個数の減、再生材の
利用等によりコスト
の縮減を図った。

公共用水域の水質
保全のため、供用後
の水洗化（下水道へ
の接続）に対するさ
らなる普及啓発に努
め、汚水量の増加に
伴い、残る終末処理
場の増設を行う。

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承する。
ただし、一層のコスト縮減に努め
るとともに、具体的な縮減計画
額を示されるよう求めるものであ
る。

①
継
続

終末処理場の建設予定時期
は平成２２年以降であり、その
時点で実施計画を行う中で、機
械電気設備では最新技術によ
る低コスト、省エネルギー機器
の導入、土木構造物では再生
材等を使用した具体的なコスト
縮減計画を策定し、当初の予
定額と比較することでコスト縮
減額の成果を示すこととしま
す。

下
水
道
事
業
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②

【全体事業概要】
汚水事業
計画処理区域面積 79ｈa
計画処理人口 3,300人
計画汚水量 2,460ｍ３/日最
大
管渠延長 24.974㎞

H7

汚水事業
平成12年10月に供
用開始
整備区域面積79ha
整備人口3,300人

流入水量2,290ｍ３/
日日最大
整備管渠延長
24.974km

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



平成１６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）
事後評価理由：事業完了後おおむね５年が経過した事業

（単位：百万円）
完了
年度

総事
業費

当初 当初

最終 最終

H12 2,703

-
 2

5
 -

H12 2,145

【事業目的】
・侵食被害を未然に防
止し、背後地の生命・
財産を守る。
・侵食対策事業の一環
として「ふるさと海岸整
備モデル事業」に指定
されたことから、老朽化
している海岸保全施設
の改善、及び背後地か
ら海浜へのアクセスの
向上を図り、地域住民
に親しまれ、海辺とふ
れあえる美しい景観を
もった安全で潤いのあ
る海岸空間の創出と
いった、利用や景観に
配慮した海岸の整備。

ー ー ー

今後海岸事業を行っていく
にあたっては、海岸域は生
態系を育む空間であることを
認識し、三重県環境影響評
価システム推進要綱による
審議を行うとともに、必要に
応じて学識経験者等の意見
を参考として自然環境に配
慮を行います。また、特に利
用に配慮した整備を行う海
岸等については、計画段階
から住民の参画を求め、整
備後の維持管理を含めた計
画を定め、事業完了後も住
民の方々と協動して維持管
理等を行えるよう調整を図り
ます。

アンケートを行う場合に
は、コスト面をふまえた設問
を含めた調査内容とします。

関係機関や住民等と十分
に意見調整を行いながら事
業計画を策定するよう努め
ます。

全体事業概要と目的

採

択

年

度

H4

【防護面】
・人工海浜完了後の平成
11年10月撮影の航空写
真と、平成16年2月撮影
の航空写真により、汀線
位置を比較すると、概ね
一致しているが、一部区
間において汀線の後退が
確認される。

この原因は、ｺｽﾄ縮減対
策として、他工事の発生
材を養浜の中詰材として
利用したが、一時的な波
の影響により、中詰材が
流出したためである。

汀線が後退し続けると、
堤体に悪影響を及ぼす恐
れがあるため、維持補修
を実施していく予定であ
る。

【利用状況】
・大湊町振興会主催によ
る、イベントが毎年開催さ
れており、例年約1,000人
の参加者で盛大に行われ
ている。
・夏場は海水浴や潮干狩
りのための観光客が訪
れ、例年約15,000人の利
用がある。
・その他、地域の方々が
散策、散歩等に利用され
ており、年間を通じた利用
がなされている。

502

宇
治
山
田
港
海
岸

伊
勢
市

【全体事業概要】
・整備延長  955ｍ
・人工海浜工

  130,000m3
・砂留突堤工 80ｍ
・階段護岸工 725ｍ
・直立護岸工 230ｍ
・飛沫防止帯 914ｍ
・駐車場 2,500ｍ
・トイレ      1基
・東屋       3基

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

村

名

海
岸
事
業

・伊勢市の人口は減
少傾向にあるもの
の、大湊－２地区海
岸背後は依然として
人家が密集しており、
防護の必要性に変化
はない。
人口の変化[H4年
103,448人→H11年
100,662人
(▲2.7%)→H16年
98,197人(S61比
▲5.1%)]
世帯数の変化[H4年
33,115世帯→H11年
35,168世帯
(+6.2%)→H16年
35,864世帯(S61比
+8.3%)]
・地元振興会主催に
よる、海浜を利用した
イベントが開催される
ようになった。
・ボーイスカウトの活
動拠点として利用さ
れるようになった。
・海浜の美化活動が
地元のボランティアに
より自発的に行われ
るようになり、海岸美
化活動が定着してき
ている。

・平成16年10月防護区
域内の住民(330名)に
対してアンケートを実
施。
(回答数147回答率
44.5%)
【安全面に対する満足
度】
 ・大変満足(10.1%)満足
(24.3%)やや満足(48.6%)
となり、満足とする回答
が、83.0%に達してい
る。
【利用面に対する満足
度】
・大変満足(6.1%)満足
(24.5%)やや満足(54.4%)
となり、満足とする回答
が、85.0%に達してい
る。
【環境面に対する満足
度】
・大変満足(6.8%)満足
(24.5%)やや満足(40.1%)
となり、満足とする回答
が、71.4%に達してい
る。
【不満、改善を要する指
摘】
・夜間に人が集まるよう
になった。
・綺麗にしてもらったの
に、維持管理が出来て
いない。
・他地区からの利用者
のマナーが悪い。
・浜崖を解消してほし
い。

・現況海浜の嵩上げ
に伴う松林への悪影
響を考慮し、対策工
法を検討のうえ実施
した。

この結果、現在にお
いても松枯れ等の被
害は発生していな
い。
・海岸利用者の安全
に配慮し、海浜内へ
一般車両の乗り入れ
が出来ないようした。
・三重県環境森林部
が実施している、公
共用水域測定の結果
によると、当該海岸前
面水域における事業
整備前後の化学的酸
素要求(COD値)に、
大きな変動は見られ
ない。
(H1～H4 平均
値:2.62mg/l
→H12～H14 平均
値:2.80mg/l)

【事業実施上の課題・
問題点】
・コスト縮減の観点か
ら、養浜の中詰材とし
て、他工事の発生土
砂を利用したが、波
の影響を受ける恐れ
のある範囲まで、利
用したことから、一部
の区間において中詰
材が流出し、汀線の
後退、それに伴う浜
崖の発生といった現
象が生じている。
【今後実施する事業
への留意事項】
・構造物（沖合施設）
で、海浜の安定を図
ることができない海岸
事業において、他工
事の現場発生材を養
浜の中詰材に利用す
る場合は、その利用
範囲について陸域で
波の影響を受けるこ
とがない範囲に設定
することとし、個々の
設計段階において、
コスト縮減を図りつ
つ、高率的な維持補
修が成される構造と
する。

委員会意見概要事業の効果
事業を巡る社会経済

情勢等の変化
県民の意見 事業方針概要今後の課題等

審査を行った結果、県の事
後評価結果の妥当性を認め
る。

ただし、今後の事業に対し
て次の意見を付するもので
ある。
一、自然環境に対する影響
は学識経験者等を活用する
などし十分配慮されたい。
一、計画段階から住民参画
を求め、維持管理などに住
民やボランティア団体等と協
働される仕組みを構築され
たい。
一、アンケートを行う際には
事業がかかったコストも含め
て、県民の立場に立った意
見徴取を実施されたい。

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化



平成１６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）
事後評価理由：事業完了後おおむね５年が経過した事業
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H11 380

【事業目的】
①耐震対策

入居者の生命と財産
を保護するために構造
上の安全を確保する。
②住環境の向上

経年による設備等の
劣化など、劣悪な住環
境を改善する。
③地域景観への配慮

老朽化により周辺環
境へ悪影響を与えてい
たため、地域景観の改
善に寄与する。

以上の目的を達成す
るとともに住まいの
セーフティーネットとと
しての公営住宅本来の
目的も果たす。

ー ー ー

今後も、公営住宅整備事
業等の実施に際して、高齢
者対応住戸の供給を進める
とともに、需要や地域バラン
スを考慮しながら必要に応じ
て障害者用（車いす対応）住
戸の供給も行ってまいりま
す。

また、建設コストの縮減の
みではなく、県営住宅の統
廃合などにより、維持管理コ
スト等を含めたトータルコス
トの縮減に努めてまいりま
す。

今後、少子・高齢化及び情
報化の進展、環境資源問
題、災害の防止などに対応
していく必要性があることか
ら、三重県公営住宅ストック
総合活用計画に基づき、既
設県営住宅の改善を中心に
整備していくことにより、既存
ストックの有効活用を図り、
時代の要請に応じた住宅ス
トックを形成してまいります。

503

ミ
レ
ニ
北
口

久
居
市

【全体事業概要】

老朽化した既存県営住
宅の建て替え

＜従前の住宅＞
昭和39年度建設
鉄筋コンクリート造
5階建て(1階は店舗)
延べ面積3,323.15㎡
管理戸数36戸
入居状況18戸

＜建替後の住宅＞
鉄筋コンクリート造
4階建て
延べ面積1,700.21㎡
供給戸数24戸

公
営
住
宅
整
備
事
業

H10

・計画時点からの情
勢の変化

周辺商業施設、公
共施設の整備状況、
土地利用に変化は特
になし。

・入居者の満足度

総合評価は不満な
し。

家賃、部屋数や広
さ、日当たりなどは満
足度が高い。

遮音性、交流ｽﾍﾟｰｽ
は約半数が不満。

・市町村の意見

住まいのｾｰﾌﾃｨｰ
ﾈｯﾄの確保、まちづく
りや景観等に対する
貢献度を評価。

○福祉的効果
・需要の検証

募集倍率=9.4倍
・高齢社会対応

全戸ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

○安全確保
・共同施設等

ｱﾌﾟﾛｰﾁにｽﾛｰﾌﾟ
２方向避難

・防犯性、防火性
開放型方廊下
耐火建築物

○地域波及効果
・人口の定住化

24世帯57人定住
・地域産業の振興

地域関連業者の
振興

○政策誘導効果
・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化推進

身障者住戸供給
・居住水準の確保

低居住水準解消

○空家率
・空家数/供給数

＝０％

・自然環境への影響

特になし

・生活環境への影響

路上駐車の減少

道路状況の改善

地域景観の向上

まちづくりに貢献

・改善措置の必要性

（課題）
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ設置を検

討する必要性があ
る。

（問題点）

共益費の負担増と
なることから、入居者
の意見を踏まえた対
応が必要。

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰの設置に
より駐車ｽﾍﾟｰが減少
するので、代替ｽﾍﾟｰ
ｽの確保が必要。

審査を行った結果、県の事
後評価結果の妥当性を認め
る。

ただし、今後の事業に対し
て次の意見を付するもので
ある。
一、民間のモデルになるよう
な障害者や高齢者などに配
慮した仕様を検討されたい。
一、公営住宅の統合を図る
など、コスト縮減に努められ
たい。
一、アンケートの回収率を上
げるための対策を検討され
たい。



平成１６年度三重県公共事業事後評価箇所一覧表（県事業）
事後評価理由：事業完了後おおむね５年が経過した事業

（単位：百万円）
完了
年度

総事
業費

当初 当初

最終 最終

全体事業概要と目的

採

択

年

度

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

村

名

委員会意見概要事業の効果
事業を巡る社会経済

情勢等の変化
県民の意見 事業方針概要今後の課題等

事業の環境面への配
慮及び事業による環

境の変化

ー ー

-
 2

7
 -

ー ー

ー ー ー ー

今後、事後評価を行う際に
は、直面する課題に加えて
将来予想される課題を推測
し、その対応方針も評価書
に記載することとします。

今後蓄積した資料のデー
タベース化をすすめ、検索
機能の充実をはかることに
より、事業計画時に今まで
のデータを容易に検索でき、
迅速に事業に反映できるシ
ステムの構築について取り
組んで参りたいと考えていま
す。

また、今後の事後評価に
当たっては、投資額が明確
となるよう事業費の内訳を資
料に添付して説明します。

ー

ーー

ー

ー
公共事業全般に
ついて

ー

今後の事後評価につい
て次の意見を付するもので
ある。
一、事後評価の結果を踏ま
えて、直面する課題とその解
決策並びに事後評価の結果
から将来予想される課題を
推測し、その対応方針を記
載するとともに今後計画され
る事業へ迅速に反映される
ようなシステムを早期に構築
されたい。
一、事業の妥当性を判断す
るため、事業費の内訳を添
付されたい。

ー




